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【Ⅰ 現状・課題】 

千葉県では、精神障害のある人が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをするこ

とができるよう、医療、障害福祉・介護、住まい、社会参加（就労）、地域の助け合い、教育が

包括的に確保されるよう圏域連携コーディネーターを配置し、病院・障害福祉サービス事業

所・行政等の連携を図り、精神障害のある人の地域生活支援や地域住民の精神障害に対

する理解促進のため普及啓発等に取り組んでいます。 

近年、精神疾患を有する患者の数は増加傾向にあり、「患者調査」（厚生労働省障害保

健福祉部作成資料）によると、平成２６年は３９２万人、平成２９年では４１９万人となっていま

す。傷病別の推計患者数からも脳血管疾患や糖尿病を上回っているなど、身近な疾患とな

っています。 

一方で、「精神保健福祉資料」（令和元年度６３０調査）では、千葉県の精神科病院の在

院期間が１年以上の長期入院者のうち、６５歳以上の割合は５８．７％となっており、高齢の

入院患者への対策が必要です。 

 

障害を持ちながらも生き生きと地域で活動しているピアサポーターの姿は、長期入院者の

退院への不安を軽減することや、支援機関においては、当事者の目線に立った支援が行わ

れる等の効果が期待されます。そのため、同じ障害のある人の相談相手になることや、同じ

仲間として社会参加や地域での交流、問題の解決等を支援するピアサポーターの活動は

必要です。引き続き、ピアサポーターの養成、活動の場の拡大や活動の仕組みの整備など

の支援に取り組むことが必要です。 

短期・長期入院を問わず、精神障害のある人の退院後の地域生活を支援するため、病院

と障害福祉サービス事業所、訪問看護事業所等が連携し、地域生活の定着に向けた仕組

◇ 精神疾患は全ての人にとって身近な病気であり、精神障害の有無や、程度にかか

わらず、誰もが安心して自分らしく暮らすことができるような地域づくりを進める必要が

あるため、「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築を推進します。 

◇ また、長期入院精神障害者の地域生活への移行や地域生活を継続するための支

援に積極的に取り組んでいる精神科病院を「千葉県精神障害者地域移行・地域定着

協力病院」として認定し、精神科病院に長期入院している患者の退院を促進します。 

◇ さらに、精神障害のある人が、自立した生活を維持し、社会参加を支援するための

ピアサポーターの活動を推進します。 

精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

２ 精神障害のある人の地域生活の推進 
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みが必要です。あわせて、通院のみの精神障害のある人にも障害福祉サービスの利用に繋

がるよう普及啓発が必要です。 

その他に、精神科病院に入院中の人の地域移行・地域定着の理解・促進を図るため、地

域移行・地域定着に積極的に取り組んでいる精神科病院を「千葉県精神障害者地域移行・

地域定着協力病院」として認定し、公表しています。引き続き、協力病院を拡充する必要が

あります。 

地域生活への推進を進める上で重要となる家族については、本人に対する支援につい

て、不安や、さまざまな課題を抱えています。地域で支えていくために必要な情報の提供や、

福祉サービスの充実を図るとともに、家族が互いに理解できるような機会を設け、精神障害

にも対応した地域包括ケアシステムの構築について普及啓発に取り組む必要があります。 

 

地域生活への移行の推進にあたり、住まいの場を確保することが必要です。 

このため、できる限り身近な地域において日常生活及び社会生活を営めるよう、グループ

ホームの整備・運営や、利用者に対する支援のための各種事業を実施しています。 

今後より一層グループホームの供給を増やすためには、既存の戸建て住宅の空き家等を

グループホームとして活用することは有効だと考えますが、利用者の安全性の確保の観点

から、建築基準法等による規制があるため、活用がなかなか進まない状況にあります。今後

は、グループホームの整備や、障害があっても単身で生活をしたいという人のニーズに対応

するため、本体住居の食堂等を利用するなど密接な連携を前提とした、一人暮らしに近い

形態のサテライト型住居のさらなる周知を行い、供給を増やすことが必要です。  

公営住宅においては、精神障害のある人を含めた障害のある人の利用促進に向けて、障

害のある人の世帯に対し、一般世帯より当選確率が高くなるよう優遇措置を講じるとともに、

障害のある人の世帯など、特に配慮が必要な世帯のみが申込みできる戸数枠を設ける措

置を講じています。 

民間賃貸住宅においては、障害のある人が円滑に入居できるよう、住まい探しの相談に

協力する不動産仲介業者や入居を受け入れる住宅を登録（千葉県あんしん賃貸支援事業）

し、ホームページで情報提供しています。また、千葉県すまいづくり協議会居住支援部会で

は、住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進に関する協議などを行って

います。 

また、より住み慣れた地域社会の中で充実した生活が継続できるよう、障害のある人やそ

の家族に対して、市町村が行っている居宅介護等の福祉サービスの充実が必要です。 

さらに、地域生活を継続していくために欠かすことのできない医療の提供については、 

医療費の患者負担が課題となっています。 

 

千葉県では、精神症状の急激な悪化等の緊急時における適切な医療を確保できるよう

「千葉県精神科救急医療システム」における精神科救急医療相談窓口を２４時間設置して
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います。   

また、「千葉県保健医療計画」に基づく保健医療圏単位で精神科救急基幹病院を中心に、

より身近な地域で速やかに診療が受けられるようシステムの拡充を図りました。しかし、現在

も、夜間等における精神科救急のための病床確保が難しい状況があります。 

なお、身体合併症の精神科救急患者に対応できる病院としては、５病院に協力をお願い

していますが、身体合併症に対応できるよう医療体制を今後ますます拡充する必要がありま

す。 

 

これらを踏まえ、差別や偏見のない、あらゆる人が共生できる社会の実現に向けて、医療、

福祉、介護、住まい、社会参加（就労）、地域の助け合い、教育が包括的に確保された地域

包括ケアシステムを構築する必要があります。 

 

【Ⅱ 取組みの方向性】 

① 精神障害のある人が地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、

「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築を進めます。圏域ごとの保健・医

療・福祉関係者による協議の場を通じて、精神科医療機関、その他の医療機関、地域

援助事業者、市町村における障害保健福祉の担当部局、保健所、都道府県における精

神科医療及び障害保健福祉の担当部局等の関係者間の顔の見える関係を構築し、地

域の課題を共有化した上で、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築の取

組を推進します。 

 

② 精神障害のある人の経験や能力を活かすとともに社会参加を促進するため、ピアサポー

ターが支援者へとキャリアアップできるよう研修を実施するとともに、就労へ繋がるよう関

係機関に対するピアサポートの普及や環境づくりに努めます。 

 

③ 「千葉県精神障害者地域移行・地域定着協力病院」の認定病院を全障害福祉圏域に設

置できるよう努めます。 

 

④ 家族への支援については、家族が抱える課題等を共有できる機会の場や、それぞれの

ニーズに合った支援体制づくりの促進に努めます。また、家族会等の関係者と連携し、

必要な障害福祉サービス等について情報提供します。 

 

⑤ グループホーム整備については、地域での必要性などを踏まえ、順次支援を行い、引き

続き、量的拡充を図ります。精神障害がある人のためのグループホームの整備など、社

会情勢に即応した整備に努めます。 

また、共同住居より単身での生活をしたいというニーズがあり、それに応えるため、サテラ
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イト型住居の設置・活用が図られるよう、引き続き周知に努めます。 

 

⑥ 緊急時に支援が必要な事態が生じた場合に備えて、本人の状況に応じた適切な支援が

行えるよう関係機関と協議しながら検討を進めます。 

 

⑦ 公営住宅において障害のある人の利用促進に向けた、優先入居制度を継続していきま

す。 

 

⑧ 民間賃貸住宅への円滑な入居については、障害者等の住まい探しの相談に応じる不動

産仲介業者や、障害者等の入居を拒まない賃貸住宅を登録し、ホームページ等で情報

提供を行います。また、引き続き、関係機関等と連携を図りながら、障害のある人の民間

賃貸住宅への円滑な入居の促進に関する協議等を行います。 

 

⑨ ホームヘルパー等に対する各種研修を継続することにより、支援の質の向上に取り組む

とともに、利用者のニーズに応えられる十分なサービス量の確保に努めます。 

 

⑩ 就労定着を図るため、就労定着支援事業所と関係機関との連携などによる支援の好事

例等を周知し、就労定着支援事業所の支援の質の向上を図ります。 

また、障害のある人の一般就労を促進するため、就労移行支援事業所の一層の拡充と

ともに、就労定着支援事業の実施事業所や障害者就業・生活支援センターをはじめと

する支援機関による就職後の定着支援体制の充実を促進します。 

 

⑪ 地域生活の継続のため、多職種のアウトリーチや、訪問看護による支援体制の拡充に

努めます。 

 

⑫ 地域包括ケアシステムを構築するため、全市町村に協議の場を設置し、保健・医療・福

祉関係者・訪問看護事業者・当事者・家族等による協議を通じて、精神科医療機関、そ

の他の医療機関、地域援助事業所、市町村における障害保健福祉の担当部局、保健

所、都道府県における精神科医療及び障害保健福祉の担当部局等の関係者間の顔の

見える関係を構築し、重層的な連携による支援体制を構築します。 

 

⑬ 障害保健福祉圏域ごとの協議の場において、地域の課題等を共有化するとともに、地

域包括ケアシステムの構築状況、評価を行い、地域に必要な基盤整備について検討し

ます。 

 

⑭ 入院患者の高齢化が進んでいるため、高齢の入院患者の地域移行について、障害保
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健福祉圏域ごとの協議の場において対策を検討します。 

 

⑮ 精神障害者の地域生活支援及び地域包括ケアシステムの構築についての理解促進の

ため、病院・障害福祉サービス事業所等の地域移行関係職員に対して、研修を実施し

ます。 

 

⑯ 精神障害のある人の実情や地域での生活について理解を広げるため、心のふれあいフ

ェスティバルや心の健康フェア等、精神障害のある人と地域住民がふれ合う機会を提供

し、関係団体と連携した普及啓発に努めます。 

 

⑰ 子どもたちに対し、精神障害についての理解促進及び精神疾患の早期発見につなげる

ため、学校におけるメンタルヘルス教育の推進に向けて、教育機関への働きかけを行い

ます。 

 

⑱ 重度心身障害者（児）医療費助成制度については、精神障害のある人者を含めた、全

国統一の公費負担医療制度を創設するよう、国に要望していきます。 

 

⑲ 措置入院者及び医療保護入院者の退院後の支援については、国の動向を踏まえ、本

県の必要な取り組みについて検討します。 

 

⑳ 精神科救急医療を確保するため、関係機関との更なる連携やシステム参画病院の拡充

を図ることなどにより、精神科救急のための病床の確保を推進します。 

 

㉑ 精神科を含め複数の診療科がある病院の連携強化を図り、身体合併症患者の受入体 

制を拡充します。 

 

【Ⅲ 数値目標】 

 

№ 項   目 
元年度 

実績 
３年度 ４年度 ５年度 

１ 

精神障害者の精神病床

から退院後１年以内の地

域における平均生活日数

（日） 

― ３１６ ３１６ ３１６ 
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２ 

精神病床における６５歳

以上の１年以上長期入院

患者数（人） 

４，０４２ ３，５９０ ３，１３８ ２，６８７ 

 

３ 

精神病床における６５歳

未満の１年以上長期入院

患者数（人） 

２，８４３ ２，５５２ ２，２６２ １，９７２ 

 

４ 
精神病床における３か月

時点の早期退院率（％） 

 ７０ 

（H29） 
７０ ７０ ７０ 

 

５ 
精神病床における６か月

時点の早期退院率（％） 

８３ 

（H29） 
８４ ８５ ８６ 

 

６ 
精神病床における１年時

点の退院率（％）  

８９ 

（H29） 
９０ ９１ ９２ 

  

７ 

地域の精神保健医療体

制の基盤整備量（利用者

数） 

― １，１０４ １，５７８ ２，０５２ 

                  

８ 

市町村毎の保健、医療、

福祉関係者による協議の

場の設置状況（箇所） 

 

２６ ３６ ４６ ５４ 

 

９ 

精神病床における退院患

者の退院後の行き先（在

宅）（人） 

 

 ６９９ ７００ 

 

７０１ ７０２ 

 

10 

精神病床における退院患

者の退院後の行き先（障

害者施設）（人） 

 

４３ ４４ ４５ 

 

４６ 

 

11 

精神病床における退院患

者の退院後の行き先（介

護施設）（人） 

 

５２ ５３ ５４ 

 

５５ 
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12 
地域移行・地域定着協力

病院の指定数（箇所） 
 ２５ ２７ ２７ ２７ 

 

13 

地域移行・地域生活支援

事業の実ピアサポーター

活動箇所数（箇所） 

 

 １１ １３ 

 

１４ １５ 

 


